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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第67期

第２四半期連結
累計期間

第68期
第２四半期連結
累計期間

第67期
第２四半期連結
会計期間

第68期
第２四半期連結
会計期間

第67期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
７月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高（千円） 6,607,3654,237,2333,315,0162,250,63211,272,410

経常利益

（△は損失）　（千円）
251,309△510,348 111,736△184,428△569,747

四半期（当期）純利益

（△は損失）　（千円）
163,495△527,396 32,416△183,081△2,222,985

純資産額（千円） － － 14,721,65011,538,71712,091,700

総資産額（千円） － － 17,859,39614,096,57514,955,370

１株当たり純資産額（円） － － 943.59 739.71 775.05

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（△は損失）　（円）
10.48 △33.81 2.08 △11.74 △142.51

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 82.4 81.9 80.8

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
338,667 25,445 － － 600,999

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△259,178 203,720 － － △499,673

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△153,624△32,389 － － △247,304

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 414,624 509,089 313,083

従業員数（人） － － 890 891 880

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

　　　　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

 

 

 

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

 

 

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 891 (69)

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。

(2）提出会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 453 (33)

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に当第２四半期会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

当社グループ（当社および連結子会社）は単一セグメントであり事業の種類別セグメントを記載していないた

め、事業部門別に記載しております。　　

なお、当社グループの生産、販売品目は同一品目でも構造、形式、容量等は一様でなく、数量表示は困難であります

のでその記載を省略しております。

また、各金額には消費税等は含まれておりません。

①　生産実績

当第２四半期連結会計期間の生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門
当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
  　至　平成21年９月30日）

前年同四半期比

 千円 ％　

複合回路部品 1,152,000 55.8

コンデンサ 335,145 78.3

集積回路他 606,765 66.4

 合計 2,093,910 61.5

（注）金額は販売価格によっております。

②　受注状況

当第２四半期連結会計期間の受注状況を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門 受注高 前年同四半期比 受注残高 前年同四半期比

 千円 ％　 千円 ％　

複合回路部品 1,382,808 73.4 841,277 105.7

コンデンサ 330,380 79.2 160,817 71.7

集積回路他 710,298 87.4 272,789 82.8

合計 2,423,486 77.8 1,274,883 94.5

③　販売実績

当第２四半期連結会計期間の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門
当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
  　至　平成21年９月30日）

前年同四半期比

 千円 ％　

複合回路部品 1,171,228 57.1

コンデンサ 330,222 77.1

集積回路他 749,182 89.5

合計 2,250,632 67.9

２【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報

告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

当第２四半期連結会計期間における経済情勢は、一部には回復の兆しが見え始めましたが、総体的には景気停

滞局面が継続し、個人消費や設備投資の低迷が続くなど企業を取り巻く環境は依然として厳しい状況で推移い

たしました。

当社グループを取り巻く環境は、携帯電話やパソコン市場での在庫調整の一巡や、鉄道関連市場の需要が拡大

するなど一部では回復の兆しはあったものの、依然として半導体製造装置、工作機械といった産業機器市場を中

心に非常に厳しい状況のまま推移いたしました。

このような経営環境の中で当社グループは、情報通信端末市場向けの積層誘電体フィルタやノート型パソコン

用の厚膜印刷基板が前第４四半期連結会計期間を底として増加に転じ、鉄道、自動車等の交通関連市場も回復傾

向となりましたが、一方で情報通信インフラ市場でのＬＣフィルタやノイズ関連市場のノイズフィルタ等設備投

資関連分野は低水準のまま推移いたしました。

その結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は22億50百万円（前年同四半期比32.1％の減少）となりまし

た。

損益は、経費、人件費の削減等の固定費の圧縮、事業構造の改革による収益力の再生および業務の見直しの徹

底による経営の高効率化を実践し改善に取り組んでまいりましたが、売上高減少をカバーしきれず、営業損失は

２億７百万円（前年同四半期93百万円の利益）、経常損失は１億84百万円（前年同四半期１億11百万円の利

益）、四半期純損失は１億83百万円（前年同四半期32百万円の利益）となりました。

当第２四半期連結累計期間の業績も、情報通信インフラや設備投資関連分野での低迷の影響が大きく、売上高

は42億37百万円（前年同期比35.9％の減少）、営業損失は５億96百万円（前年同期１億69百万円の利益）、経常

損失は５億10百万円（前年同期２億51百万円の利益）、四半期純損失は５億27百万円（前年同期１億63百万円

の利益）となりました。

（2）キャッシュ・フローの状況　

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、５億９百万円（前年同四半期末比94百万円の減

少）となりました。当第２四半期連結会計期間のキャッシュ・フローの状況と要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られたキャッシュ・フローは、84百万円（前年同四半期比２億47百万円の減少）となりまし

た。税金等調整前四半期純損失が１億85百万円、減価償却費が１億48百万円となり、法人税等の還付による収入が

１億52百万円あったこと等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果得られたキャッシュ・フローは、42百万円（前年同四半期は４億72百万円の支出）となりまし

た。有形固定資産の取得による支出76百万円、無形固定資産の取得による支出24百万円、短期貸付金の減少１億69

百万円、定期預金の増加37百万円が主なものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果得られたキャッシュ・フローは、14百万円（前年同四半期は50百万円の支出）となりました。連

結子会社における短期借入金の増加であります。

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　　　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

（4）研究開発活動

当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、１億40百万円であります。

なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は次のとおりであります。

会社名
事業所名

所在地
事業部門の
名称

設備の内容
投資予定金額

資金調達
方法

着手及び完了予定年月
完成後の
増加能力

総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

着手 完了

当社

浅間工場　

長野県

佐久市

　

複合回路

部品

鉄道信号用

フィルタ

製造設備

67 12自己資金
平成21年

　10月

平成21年

11月
８％増加

双信デバイス

（株）

本社工場　

宮崎県

宮崎市
集積回路他

厚膜印刷

基板

省力化設備

135 － 自己資金
平成21年

　10月

平成22年

３月
注1　

双信デバイス

（株）

本社工場

宮崎県

宮崎市
集積回路他 工場改修　 65 － 自己資金

平成21年

　10月

平成22年

３月
注１

　（注）１．生産工程の入れ替えおよび工場の改修計画であるため、増加能力を算定することが困難であります。

　　　　　　したがって、具体的な完成後の増加能力は記載しておりません。　

　　　　２．上記金額には、消費税等は含んでおりません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

                 普通株式 34,000,000

計 34,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年11月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 15,600,000 15,600,000
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

　 100株　　　　　

計 15,600,000 15,600,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高（千円）

平成21年７月１日～

平成21年９月30日
－ 15,600 － 3,806,750 － 951,687
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（５）【大株主の状況】

 平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本碍子株式会社 愛知県名古屋市瑞穂区須田町２番56号 6,346 40.68

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内１丁目６番６号　

日本生命証券管理部内
482 3.09

鬼鞍　道子 東京都大田区 322 2.06

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 300 1.92

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８番11号 163 1.05

西澤　光子 長野県佐久市 148 0.95

双信電機社員持株会
東京都港区三田３丁目13番16号　

三田43ＭＴビル13Ｆ
133 0.86

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）　　　　
東京都港区浜松町２丁目11番３号　 114 0.74

早川　経一　　　　　　　　　　　　　　　　 神奈川県横浜市中区 84 0.54

ローム株式会社　　　　　　　　　　　　　　　　

　
京都府京都市右京区西院溝崎町21 80 0.52

計 － 8,175 52.40

 （注）１．ベアリング投信投資顧問株式会社から、平成19年２月28日付で連名による大量保有報告書の提出があり、平成

19年３月７日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けましたが、当社として当第２四半期会計期間

末時点現在における実質所有株式数の確認ができないため、平成21年９月30日現在の株主名簿に基づき記載

しております。

なお、その大量保有報告書の変更報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
（株）

株券保有割合
（％）

ベアリング投信投資顧問

株式会社

東京都千代田区永田町二丁目11番１号

山王パークタワー
株式　 　765,700 4.91

ベアリング・アセット・

マネジメント・インク

アメリカ合衆国 02210-2208 

マサチューセッツ州　ボストン、

アトランティックアベニュー470、

インデペンデンスワーフ

株式　　  15,800 0.10

　　合　　　　計 株式     781,500 5.01

　

２．みずほフィナンシャルグループから、平成19年１月15日付で連名による大量保有報告書の変更報告書の提出

があり、平成19年１月22日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けましたが、当社として当第２四半

期会計期間末時点現在における実質所有株式数の確認ができないため、平成21年９月30日現在の株主名簿に

基づき記載しております。

なお、その大量保有報告書の変更報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
（株）

株券保有割合
（％）

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲１丁目２番１号 株式　　  74,600 0.48

第一勧業アセットマネジメント

株式会社
東京都千代田区有楽町１丁目７番１号 株式　　 408,400 2.62

富士投信投資顧問株式会社 東京都中央区日本橋小舟町８番１号 株式　 1,015,400 6.51

合　　　　計 株式   1,498,400 9.61

　

　

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式        1,000 － －
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区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

完全議決権株式（その他） 普通株式   15,596,300 155,963 －

単元未満株式 普通株式        2,700 － １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 15,600,000 － －

総株主の議決権 － 155,963 －

 （注）「完全議決権株式（その他）」の普通株式には、証券保管振替機構名義の失念株式が1,000株（議決権10個）含ま

れております。

②【自己株式等】

 平成21年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

双信電機株式会社
長野県佐久市

長土呂800番地38
1,000             － 1,000 0.01

計 － 1,000             － 1,000 0.01

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 310 325 400 414 495 465

最低（円） 282 279 312 311 384 382

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）および前第２四半期連結累計期

間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連

結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）および当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日

から平成21年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）および前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四

半期連結財務諸表については監査法人トーマツによる四半期レビューを受け、また、当第２四半期連結会計期間（平

成21年７月１日から平成21年９月30日まで）および当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９

月30日まで）に係る四半期連結財務諸表については有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けており

ます。

　なお、監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日をもって有限責任監査法人トーマツと

なっております。　
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 729,169 555,312

受取手形及び売掛金 2,771,077 2,891,465

商品及び製品 47,010 95,119

仕掛品 254,093 243,432

原材料及び貯蔵品 313,053 338,407

繰延税金資産 － 12,492

短期貸付金 3,785,955 4,307,444

その他 204,557 361,099

貸倒引当金 △2,982 △3,157

流動資産合計 8,101,932 8,801,613

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 4,734,206 4,673,805

減価償却累計額及び減損損失累計額 △3,262,958 △3,195,362

建物及び構築物（純額） 1,471,248 1,478,443

機械装置及び運搬具 7,040,239 6,857,350

減価償却累計額及び減損損失累計額 △5,975,005 △5,912,103

機械装置及び運搬具（純額） 1,065,234 945,247

土地 994,557 994,557

建設仮勘定 21,264 360,635

その他 495,504 476,178

減価償却累計額及び減損損失累計額 △442,102 △436,683

その他（純額） 53,402 39,495

有形固定資産合計 3,605,705 3,818,377

無形固定資産 110,743 127,787

投資その他の資産

投資有価証券 192,521 158,096

前払年金費用 1,896,963 1,875,435

繰延税金資産 － 93

その他 230,111 217,169

貸倒引当金 △41,400 △43,200

投資その他の資産合計 2,278,195 2,207,593

固定資産合計 5,994,643 6,153,757

資産合計 14,096,575 14,955,370
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 738,624 773,868

短期借入金 214,408 200,000

未払法人税等 19,289 4,146

未払金 187,253 445,976

未払費用 407,741 463,660

その他 39,742 40,702

流動負債合計 1,607,057 1,928,352

固定負債

繰延税金負債 820,370 813,974

退職給付引当金 84,247 80,957

役員退職慰労引当金 46,184 40,387

固定負債合計 950,801 935,318

負債合計 2,557,858 2,863,670

純資産の部

株主資本

資本金 3,806,750 3,806,750

資本剰余金 3,788,426 3,788,426

利益剰余金 4,188,025 4,762,218

自己株式 △764 △764

株主資本合計 11,782,437 12,356,630

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 5,397 △23,652

為替換算調整勘定 △249,117 △243,058

評価・換算差額等合計 △243,720 △266,710

少数株主持分 － 1,780

純資産合計 11,538,717 12,091,700

負債純資産合計 14,096,575 14,955,370
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 6,607,365 4,237,233

売上原価 4,613,429 3,482,453

売上総利益 1,993,936 754,780

販売費及び一般管理費 ※1
 1,824,025

※1
 1,351,776

営業利益又は営業損失（△） 169,911 △596,996

営業外収益

受取利息 27,986 19,103

受取配当金 5,488 5,974

為替差益 24,751 －

物品売却益 18,059 －

助成金収入 － 69,723

その他 15,642 28,308

営業外収益合計 91,926 123,108

営業外費用

支払利息 1,675 1,114

為替差損 － 27,657

債権売却損 1,563 －

持分法による投資損失 4,404 2,215

その他 2,886 5,474

営業外費用合計 10,528 36,460

経常利益又は経常損失（△） 251,309 △510,348

特別利益

固定資産売却益 2,666 1,154

貸倒引当金戻入額 2,670 2,013

特別利益合計 5,336 3,167

特別損失

固定資産売却損 55 －

固定資産除却損 2,337 2,778

投資有価証券評価損 19,429 －

クレーム補償損失 6,685 －

その他 4,242 －

特別損失合計 32,748 2,778

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

223,897 △509,959

法人税、住民税及び事業税 64,257 9,734

法人税等調整額 △4,668 7,703

法人税等合計 59,589 17,437

少数株主利益 813 －

四半期純利益又は四半期純損失（△） 163,495 △527,396
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 3,315,016 2,250,632

売上原価 2,331,786 1,804,942

売上総利益 983,230 445,690

販売費及び一般管理費 ※1
 890,145

※1
 653,425

営業利益又は営業損失（△） 93,085 △207,735

営業外収益

受取利息 13,195 8,797

受取配当金 1,026 470

物品売却益 8,316 －

助成金収入 － 26,908

その他 4,388 15,340

営業外収益合計 26,925 51,515

営業外費用

支払利息 812 532

為替差損 2,375 23,125

債権売却損 741 －

持分法による投資損失 2,242 658

LLP持分損失 1,919 －

その他 185 3,893

営業外費用合計 8,274 28,208

経常利益又は経常損失（△） 111,736 △184,428

特別利益

固定資産売却益 2,112 3

貸倒引当金戻入額 － 415

特別利益合計 2,112 418

特別損失

固定資産売却損 55 －

固定資産除却損 2,337 1,402

投資有価証券評価損 12,089 －

クレーム補償損失 6,685 －

その他 4,242 －

特別損失合計 25,408 1,402

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

88,440 △185,412

法人税、住民税及び事業税 42,813 3,641

法人税等調整額 13,009 △5,972

法人税等合計 55,822 △2,331

少数株主利益 202 －

四半期純利益又は四半期純損失（△） 32,416 △183,081
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

223,897 △509,959

減価償却費 420,161 276,713

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,773 △2,029

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △85,114 5,797

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △5,400 －

受取利息及び受取配当金 △33,474 △25,077

支払利息 1,675 1,114

持分法による投資損益（△は益） 4,404 2,215

投資有価証券評価損益（△は益） 19,429 －

有形固定資産売却損益（△は益） △2,611 △1,154

有形固定資産除却損 2,337 2,778

売上債権の増減額（△は増加） 410,757 118,837

たな卸資産の増減額（△は増加） △10,647 62,099

仕入債務の増減額（△は減少） △258,682 △33,283

退職給付引当金の増減額（△は減少） △8,025 3,290

前払年金費用の増減額（△は増加） △187,237 △21,528

その他 △84,502 △25,097

小計 405,195 △145,284

利息及び配当金の受取額 30,235 25,985

利息の支払額 △1,675 △1,114

法人税等の支払額 △95,088 △7,005

法人税等の還付額 － 152,863

営業活動によるキャッシュ・フロー 338,667 25,445

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） △61,527 18,237

有形固定資産の取得による支出 △449,917 △317,335

有形固定資産の売却による収入 2,991 1,873

無形固定資産の取得による支出 △40,568 △24,859

投資有価証券の取得による支出 △3,386 △3,313

投資有価証券の売却による収入 4,800 －

短期貸付金の増減額（△は増加） ※2
 292,321

※2
 521,489

その他 △3,892 7,628

投資活動によるキャッシュ・フロー △259,178 203,720

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △60,000 ※2
 14,408

自己株式の取得による支出 △29 －

配当金の支払額 △93,595 △46,797

財務活動によるキャッシュ・フロー △153,624 △32,389

現金及び現金同等物に係る換算差額 △7,791 △770

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △81,926 196,006

現金及び現金同等物の期首残高 496,550 313,083

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 414,624

※1
 509,089
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

連結の範囲に関する事項の変更 (1) 連結の範囲の変更

　平成21年４月１日付にて、業務合理化、効率化を目的として当社連結子会社

の高信エレクトロニクス株式会社と当社子会社の株式会社エム・エレック

が合併し、存続会社である高信エレクトロニクス株式会社の商号を変更し、

双信デバイス株式会社としました。この合併による四半期連結財務諸表への

影響はありません。

(2) 変更後の連結子会社の数

　　５社

　

　

【表示方法の変更】

　

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

（四半期連結損益計算書関係）

１．前第２四半期連結累計期間において、営業外収益に区分掲記しておりました「物品売却益」は、当第２四半期連結累計

期間において営業外収益総額の100分の20以下となったため、営業外収益の「その他」に含めて表示することといたしま

した。なお、当第２四半期連結累計期間の「物品売却益」の金額は7,322千円であります。　

２．前第２四半期連結累計期間において、営業外費用に区分掲記しておりました「債権売却損」は、当第２四半期連結累計

期間において営業外費用総額の100分の20以下となったため、営業外費用の「その他」に含めて表示することといたしま

した。なお、当第２四半期連結累計期間の「債権売却損」の金額は401千円であります。　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

１．前第２四半期連結累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「法人税等の支払額」に含めて表示

しておりました「法人税等の還付額」は重要性が増したため、当第２四半期連結累計期間では区分掲記することといた

しました。なお、前第２四半期連結累計期間の「法人税等の還付額」の金額は30,021千円であります。

　

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

（四半期連結損益計算書関係）

１．前第２四半期連結会計期間において、営業外収益に区分掲記しておりました「物品売却益」は、当第２四半期連結会計

期間において営業外収益総額の100分の20以下となったため、営業外収益の「その他」に含めて表示することといたしま

した。なお、当第２四半期連結会計期間の「物品売却益」の金額は4,157千円であります。　

２．前第２四半期連結会計期間において、営業外費用に区分掲記しておりました「債権売却損」は、当第２四半期連結会計

期間において営業外費用総額の100分の20以下となったため、営業外費用の「その他」に含めて表示することといたしま

した。なお、当第２四半期連結会計期間の「債権売却損」の金額は228千円であります。　

３．前第２四半期連結会計期間において、営業外費用に区分掲記しておりました「ＬＬＰ持分損失」は、当第２四半期連結

会計期間において営業外費用総額の100分の20以下となったため、営業外費用の「その他」に含めて表示することといた

しました。なお、当第２四半期連結会計期間の「ＬＬＰ持分損失」の金額は2,231千円であります。　
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【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

たな卸資産の評価方法 　たな卸資産の評価方法は、たな卸資産の簿価切り下げに関して、収益性が低

下していることが明らかなたな卸資産のみ正味売却価額を見積もる方法とし

ております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　　該当事項はありません。

【注記事項】

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費中の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費中の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

研究開発費 636,607千円

給与賃金・賞与金 443,310千円

退職給付費用 469千円

役員退職慰労引当金繰入額 10,238千円

役員賞与引当金繰入額 5,500千円

貸倒引当金繰入額 1,778千円

研究開発費 308,110千円

給与賃金・賞与金 419,695千円

退職給付費用 51,474千円

役員退職慰労引当金繰入額 6,651千円

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費中の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費中の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

研究開発費 322,174千円

給与賃金・賞与金 215,290千円

退職給付費用 △5,474千円

役員退職慰労引当金繰入額 8,582千円

役員賞与引当金繰入額 3,400千円

貸倒引当金繰入額 709千円

研究開発費 140,827千円

給与賃金・賞与金 211,592千円

退職給付費用 22,198千円

役員退職慰労引当金繰入額 3,454千円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　（平成20年９月30日現在） 　（平成21年９月30日現在）

現金及び預金勘定 710,722千円

預入期間が３か月を超える

定期預金
△296,098千円

現金及び現金同等物 414,624千円

現金及び預金勘定 729,169千円

預入期間が３か月を超える

定期預金
△220,080千円

現金及び現金同等物 509,089千円

※２　当社及び一部の連結子会社は、日本碍子㈱が導入し　

ているＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システ

ム）に参加しております。短期貸付金の増減額は、ＣＭ

Ｓに係るものであります。

※２　当社及び一部の連結子会社は、日本碍子㈱が導入し　

ているＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システ

ム）に参加しております。短期貸付金および短期借入

金の増減額の一部は、ＣＭＳに係るものであります。
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　

平成21年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　15,600,000株

 

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　　　　　 1,020株

 

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

　
　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資　

平成21年６月24日

定時株主総会
普通株式 46,796 3 平成21年３月31日平成21年６月25日利益剰余金

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの

　
　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資　

平成21年10月29日

取締役会
普通株式 46,796 3 平成21年９月30日平成21年12月８日利益剰余金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）および当第２四半期連結会計期間

（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

　当社グループは電子部品専門メーカーとして、同一セグメントに属する複合回路部品、コンデンサ、集積回路

他の製造販売を行っており、当該事業以外に事業の種類がないため該当事項はありません。　

前第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）および当第２四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

　当社グループは電子部品専門メーカーとして、同一セグメントに属する複合回路部品、コンデンサ、集積回路

他の製造販売を行っており、当該事業以外に事業の種類がないため該当事項はありません。　

　

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）および当第２四半期連結会計期間

（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。　

前第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）および当第２四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。　

　

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

 北米 アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 43,897 666,790 170,543 881,230

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － 3,315,016

Ⅲ　海外売上高の連結売上高に占める割

合（％）
1.3 20.1 5.1 26.6

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

 北米 アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 22,072 337,072 58,612 417,756

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － 2,250,632

Ⅲ　海外売上高の連結売上高に占める割

合（％）
1.0 15.0 2.6 18.6
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前第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

 北米 アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 106,265 1,271,356 306,745 1,684,366

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － 6,607,365

Ⅲ　海外売上高の連結売上高に占める割

合（％）
1.6 19.2 4.6 25.5

当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

 北米 アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 39,283 687,295 121,690 848,268

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － 4,237,233

Ⅲ　海外売上高の連結売上高に占める割

合（％）
0.9 16.2 2.9 20.0

　（注）１．国又は地域は、地理的な近接度により区分しております。

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。

(1）北　　　米………米国、カナダ

(2）ア　ジ　ア………東アジア諸国および東南アジア諸国

(3）そ　の　他………ヨーロッパ諸国他

３．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

（有価証券関係）

　当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）

　有価証券については、当該有価証券が当社の事業の運営において重要なものとなっていないため、記載しておりま

せん。

 

（デリバティブ取引関係）

　当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）

　該当事項はありません。

　

（ストック・オプション等関係）

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 739.71円 １株当たり純資産額 775.05円

２．１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 10.48円 １株当たり四半期純損失金額（△） △33.81円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）　（千円） 163,495 △527,396

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）　（千円）
163,495 △527,396

期中平均株式数（株） 15,599,250 15,598,980

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 2.08円 １株当たり四半期純損失金額（△） △11.74円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）　（千円） 32,416 △183,081

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
32,416 △183,081

期中平均株式数（株） 15,599,250 15,598,980

（重要な後発事象）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

　該当事項はありません。

（リース取引関係）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

  該当事項はありません。
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２【その他】

　平成21年10月29日開催の取締役会において、当期中間配当に関し次のとおり決議いたしました。

（イ）中間配当による配当金の総額………………………46,796千円

（ロ）一株当たりの金額……………………………………3円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日……………平成21年12月８日

（注）平成21年９月30日現在の株主名簿に記載された株主に対し、支払を行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年11月７日

双信電機株式会社

取締役会　御中

監査法人トーマツ

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 髙　橋　正　伸　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中　島　達　弥　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている双信電機株式会社の

平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、双信電機株式会社及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財政状態、同

日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年11月９日

双信電機株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 森　谷　和　正　　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 中　島　達　弥　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている双信電機株式会社の

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、双信電機株式会社及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状態、同

日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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